







































































































































以下が1.5％、31 ～ 50人が1.2％、51 ～ 100人が4.6％、101 ～ 300人が60.1％、































注）規模指数は、（「30人以下」＊15＋「31 ～ 50人」＊40＋「51 ～ 100人」＊75＋「101 ～ 300人」
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「31 ～ 50人」を２点、「51 ～ 100人」を３点、「101 ～ 300人」を４点、「301 ～ 500人」を５点、
「501 ～ 1,000人」を６点、「1,001 ～ 5,000人」を７点、「5,001人以上」を８点）得点化し、
業種はダミー変数（変数名として示された事柄に該当する場合を「１」そうでない場
合を「０」）とし、60歳代前半層比率は実数をそのまま使用した。
ⅹ  各変数に関するデータの取り扱いについて説明すると、被説明変数である定年制の見
直し状況（「定年制廃止を検討している」「定年年齢の延長を検討している」を１、「現
行制度を維持するつもりである」を０）と今後の60歳以降社員の活用希望（「66 ～ 69
歳まで活用したい」「70歳以上まで活用したい」「上限年齢なく活用したい」を１、「改正
高齢法の範囲にとどめたい」を０）についてダミー変数を作成した。他方、説明変数
およびコントロール変数は注のⅵ）と同じである。
（ふじなみ　みほ　本学専任講師）
